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そこで本研究では、交通機関という既成概念を超えて

過疎高齢集落再生に不可欠なコミュニティの再構成も視

野に入れたモビリティの維持と確保により、安心して住

み続けることができる高福祉社会を見据えた住民本位の

交通観の醸成ならびにその具現化のための具体的方策を

検討する。具体的には対象地域にとってより相応しいと

考えられる共助ベースの交通として、都市部ではすでに

展開されている車の共同利用（カーシェアリング）の可

能性を検討するとともに、車の共同所有（カーコーポラ

ティブ）を融合させたあらたな交通サービスの概念およ

び設計手法を提案する。さらにフィールド調査を通じて

その受容性、実現可能性を探ることを目的とする。 

１．はじめに 

 

過疎と高齢化が急速に進行し、集落の維持存続が危ぶ

まれている地域において、住民の生活を持続的に確保す

るために不可欠なモビリティの維持と確保はもっとも重

要な課題の一つである。 

過疎地域における交通問題は、過疎化とモータリゼー

ションがあいまって今日まで続いている極めて根源的な

問題となっている。また高齢化にともないマイカーを持

たないあるいは利用困難な人々に移動の機会を提供する

一方法として公共交通の整備は不可避であることは論を

待たないものの、実際には地方都市における公共交通の

衰退は指摘されて久しい。これは鉄道やバス交通を主体

としながら移動を確保しようとする従来型の動きがいま

だ主流であり、もっともその機会を享受できない中山間

の過疎地においてはマイカーを中心とした移動が中心と

ならざるを得ないにも関わらず、それにふさわしい交通

システムとなっていない点が指摘できると考えられる。

従来の対策延長上での検討に行き詰まり感を否めない所

以である。 

 

２．過疎と高齢化にかかわる交通問題に関する既往研究 

 

過疎高齢集落におけるモビリティを考える場合、過疎

の問題に加えて高齢社会における視点も同時に重要とな

る。例えば過疎の問題に関しては、いわゆる限界集落や

消滅集落問題をはじめとする調査研究がみられる。また

高齢者交通研究に関しては、清水が「質の高い交通シス

テムの量的整備」「ノーマライゼーション」「社会参

加」「計画理論の構築と体系の確立」「国民的・市民的

合意形成」という５つの観点からまとめており、高齢ド

ライバー対策として「道路交通環境の整備」「車両開

発」「人間的交通環境の改善」という３つの観点からの

追究の必要性を指摘している。今後の高齢ドライバーの

急増を見越した安全で安心できる交通環境づくりをめざ

すことはとくに過疎高齢化の進む地域では最重要課題の

一つといえる。例えば（社）日本自動車工業会による提

言では、長くドライバーを続けるための条件として、

「自動車保有のコスト低減」や「自動車の性能向上」

「安心して運転できる道路整備」が期待されていること

から、過疎高齢集落ではこれらに見合ったオーダーメイ

ドの交通システム計画が望ましいといえる。 

ただ最近では事例としてはまだ少数ながらも、NPOや

任意の住民組織が運行主体あるいは運行受託者となり、

自家用車を用いた個別交通機関としての性格を持つ有

償・無償の輸送サービスや住民での相乗りといった動き

もみられるようになり、従来型のバスやタクシーのみに

依存しない独自のモビリティ確保に向けた取り組みも注

目されようとしている。これらに共通することは、交通

手段はもちろんそれらを取り巻く交通システム全体ある

いはその一部を住民自らが管理運営していこうとしてい

ることにある。つまりモビリティを提供する側と提供さ

れる側の一致が図られる点に特徴があり、これは過疎地

域におけるあらたなモビリティマネジメントの動きとし

てとくに注目される。 
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実際すでにDRT（Demand Responsive Transport）やST

サービス（Special Transport Service）といった地域

や利用者の実情に沿った交通手段（ミニバス、乗り合い

タクシーなど）を活用して移動制約・困難者に対する交

通サービスが各地で展開されており、モビリティのユニ



バーサル化と多様化に一定の貢献をしていると考えられ

る。ただこれらは基本的に移動主体である集落住民から

みれば外部、すなわち自治体あるいは民間の交通事業者

から提供される交通サービスとしてどのような交通手段

を求めるかといった視点で検討・整備される場合が多い

ために、例えば集落レベルで自発的・自律的・持続的に

交通環境を整えるという発想になかなか至らない点が大

きな課題といえる。とりわけ中山間地域といった過疎地

域であるという地理的条件に加え、高齢化が急速に進む

といった社会的条件もあいまって外部からの交通サービ

スに依存することがますます困難になってきている現実

を踏まえるならば、例えば辻本らが和歌山県本宮町を対

象とした住民参加型公共交通の実現に向けての課題を整

理しており、また山中らは地域資源を活かした地域公共

交通の自発的供給と維持可能性についてまとめているこ

とからも、集落住民が自ら直接的に関与し適材適所の交

通サービスの確保に努める必要性はより一層高まってい

るといえる。 

 

３．過疎高齢集落への車の共同所有、共同利用の適用性

検討における視点 

 

車の共同利用（カーシェアリング）については、徐々

にではあるが都市部を中心に導入が進んでおり、また日

本での導入・普及に向けた関連調査研究も蓄積されつつ

ある。ただ地方都市のような交通需要が比較的疎である

地域においては本格的に検討・導入されるケースはまだ

極めて少なく、あわせて調査研究はほとんどみられない

状況にある。 

本稿で対象とする過疎高齢集落はさまざまな地域の中

でもとりわけ車に対するニーズが高いエリアであり、車

を前提としない交通環境は成立し得ない。これはたとえ

従来のように外挿的に公共交通がサービスされようとも、

基本的にマイカーはそれを遥かに上回るモビリティを提

供できるため、多くの自治体が現実に苦難している状況

からも明らかなように、費用対コスト面のみならず、利

便性の面からみても、従来型の公共交通サービスは早晩

大胆な見直しが迫られることは必至である。低密度でか

つ自在な利用を可能としているマイカーは過疎地域でそ

の威力を遺憾なく発揮できる最善の交通手段ともいえる。

ただ都市部や郊外部といった地域と比較して高齢化が先

行していること、また逆説的ではあるが車を否応なしに

運転し続けざるを得ないあるいは家族に同乗を依頼しな

ければならないという車への拘束性も高める結果にもつ

ながること、また過疎高齢集落という環境が車を運転で

きないあるいは運転したくない人にとってほとんど身動

きの取れない状況を容易に生み出し固定化させてしまう

ことも危惧される。 

また現時点では大きな問題とされていない車の所有、

使用にかかるコスト面についても個人レベルでみると今

後その割合は大きくはなっても小さくなる要因はあまり

見出せず、モビリティにかかるコストが生活全般を徐々

に圧迫することもすでに指摘されているところである。 

以上のことから、現在ではほぼ都市部でしか展開され

ていない車の共同利用を過疎高齢集落に応用することを

検討する際には、個人や事業者レベルで利点欠点をとら

えるばかりではなく、むしろ世帯や集落レベルあるいは

自治体レベルでとらえることがその適性をうまく引き出

せるものと考えられ、共同利用が集落住民個々人あるい

は集落全体にもたらす効果を推し量りつつ広く検討する

という姿勢が必要である。 

ここで過疎高齢集落でこそ大きく期待できるであろう

車の共同所有、共同利用による集落共助型の交通サービ

スの利点を整理する。 

• 個人単位でなく集落単位ではあるものの、基本的

に24時間の交通サービスが可能となる。つまり運

行の時間的な制約をなくすことができる可能性が

ある。 

• 行政区域に束縛されず、住民のニーズに合わせて

サービス範囲を自由自在にできる可能性がある。 

• 車の所有と利用の共同化により、薄れつつある集

落コミュニティの基本となる住民同士の触れ合い

（時間の共有）の場を必然的に生み出し、集落の

連帯感・一体感が保持される可能性がある。 

• 単独集落のみならず、近隣の複数集落で共同所有、

利用することにより、集落間の連携、交流が促進

される可能性がある。 

• 車両の共有化により固定費用の分担が可能となり、

個人負担の軽減を図ることが可能となる。また公

用車の更新などにより発生する入れ替え車両の有

効活用も期待できる。 

• 異なる車種を共同所有、使用できることにより、

都市部で可能となっているレンタカーのような多

様なサービスも合わせて日常的に享受できるよう

になる可能性がある。 

• 車を保管するステーションを集落の核的な施設に

併設することにより、中心性を強化できるととも

に公的な施設の効率的な管理運用に資する可能性

がある。 

• 住民を顧客とする買い物先や医療施設などとの連

携によりメリットを享受できる可能性がある。 

• 従来の公共交通サービスからの移行による行政負

担としての赤字補填軽減の可能性がある。 

• 交通システムの管理運用のあたってのIT活用の必

需性をもとに、集落の情報化促進も期待できる。 

 以上のように、住民のモビリティの維持と確保はもと



より、その質的な改善を図っていく上で集落住民自らが

自身の交通環境を自覚的に意識し、自発的に関与し得る

機会を集落レベルで作り出すことがまず求められるとと

もに、過疎高齢集落独自の視点と評価をもってその利活

用を検討することが不可欠である。この場合、モビリテ

ィ確保には基本的には集落独自で用意できる資源を洗い

出し有効活用することが望ましい。 

 ここで検討に必要な要素と課題、問題点を整理する。 

＜検討要素＞ 

[車両の確保] 営業車を有する自営業者からのレン

タル、個人所有の車の共同所有化、公用車の払い下げ、

無償提供あるいはリース、民間の送迎サービスの閑散時

利用など。 

[運転手の確保] プロとしての運転経験・資格を有

する集落住民、営業車を有する自営業者あるいは免許を

有する一般住民 など。 

[管理運営] NPO組織、自治会、自営業者などへの委

託、依頼 など。 

[経費] 登録会費制、供託金・賛助金、補助金活用

 など。 

＜想定される課題、問題点＞ 

[車両の確保] どのような車種をどの程度準備する

か、的確な住民ニーズの把握の方法 など。 

[運転手の確保] 運転手自体の高齢化への不安、交

通事故等への責任と対処 など。 

[管理運営] 車の予約、乗り合いのマッチング方法、

メンテナンスの責任所在 など。 

[利便性] 自宅からステーションまでの移動を求め

られる場合が生じること、あらかじめ予約や調整が求め

られることによる煩わしさ、完全には個人の好きなよう

にできないこと、いつでも使えるか確約できないこと 

など。 

[受容性] 共同で所有、使用することに躊躇するあ

るいは拒絶すること。所有にこだわること など。 

[その他] 利用者間の気兼ね、利用状況の差異から

生じるメリット感・デメリット感、計画立案能力 など。 

 以上は集落で車を所有し使用するということを前提と

したものであるが、実際にはこれら集落の外部から日常

的に提供されるさまざまな輸送サービス（郵便、宅配、

新聞配達、プロパンガス・灯油の配達、移動販売車、移

動検診車、道路パトロール車、各種送迎サービスなど）

にも着目し、集落が自前で用意する交通サービスと従来

の公共交通サービスの適度なバランスを保ちながら資源

の投入と配分を再検討することが求められる。例えば海

外では高齢者、身障者が郵便車や救急車に乗ることがで

きる制度もみられ、地域にある既存の交通サービスを有

効に活用している。日本においても最近では自動車運転

免許教習所送迎バスへの同乗やスクールバス、福祉バス

への混乗、トラックを活用した人の搬送などの取り組み

もみられる。 

また各地で始まっている取り組み例としては、旧来

の交通サービスの枠にとらわれない地域独自の交通シス

テムづくりへの取り組みがみられる。例えば鳥取県南部

町では、県と米子高専が結んでいる包括連携協定の一環

として買い物や通院など外出を希望しながら車を運転で

きない高齢者らいわゆる交通弱者と支援が可能な住民ら

をマッチングし無料で相乗りするという「共助交通シス

テム」を構築し、今秋にも試験運行しシステムの実現を

めざしている。このシステムは安価で地域のニーズに合

ったモビリティを提供することができ、利用者が気兼ね

なく同乗を頼んだり受けたりすることができるようにな

ると非常に理想的な交通システムが出来上がることにな

りそうである。また島根県では自治会などがボランティ

アで高齢者ら移送をおこなうモデル事業「自治会等輸送

支援モデル事業」を2010年度に開始する予定であり、住

民同士の共助に支えられたコミュニティベースの独自の

モビリティ確保システムといえる。埼玉県東秩父村では

山間部でのドアツードア移送サービスなどがみられる。 

以上のように、モビリティ確保のための具体的な方

法は多様化の方向にあり、地域の特性を理解しそれらを

うまく育てていくという観点も含めたモビリティを考え

ていくことが望ましいといえる。 

 

４．実態把握のための調査設計 

 

過疎高齢集落ではまだ馴染みもなくまたその適用性

も未知数である車の共同所有、共同利用を検討するにあ

たり、交通環境、意識の実態および意向を把握しておく

ことは重要である。 

本研究に据える問題意識と仮定はおよそ以下のとお

りである。 

• 従来のようにバスやタクシーを使ったいわゆる公

共交通を基軸とした方策ではなく、むしろ車の機

動性、随時性、融通性、コンパクト性などの特性

を最大限に生かすことができるであろう車のシェ

アリングに大きな可能性があるのではないか。 

• 車の共同所有、共同利用により、個人による車所

有の固定費用削減ならびに諸費用の分散化による

経済的な負担軽減に寄与できるのではないか。 

• 日常生活に不可欠な車の共有化により、集落住民

間の時間的空間的な共有部分も増加することにな

り、これが薄れつつある集落コミュニティの維持

はもちろん、再構築のきっかけにできるのではな

いか。 

• 集落単位の車の共同所有や共同利用は困難であっ

ても、複数集落での対応や、既存の公共交通との



連携により、これまでの交通空白地域の補完はも

とより、複数の交通モードの組み合わせ利用によ

る効率化や交通サービスの向上に寄与できるので

はないか。 

  

５．おわりに 

 

車の共同所有、共同利用は経済的なメリットや効率化

の観点から都市部では大手の事業者が中心的に事業展開

し徐々に広まりつつある。しかし過疎高齢化の進む地域

ではその需要量から事業的に成立が困難という認識が一

般的である。そもそも交通サービスで事業採算性が見合

うのは都市部の限られた地域であり、地方都市でありか

つ中山間地域にあっては事業採算性にも増して脆弱なモ

ビリティをいかに維持確保するかがまず問われるべきで

ある。よって採算性から車の共同所有・利用を議論する

前に、これにより改善し得るかもしれないモビリティの

質をまず検討する必要があると思われる。日常生活必需

品として個人で車を所有・利用してきた人々にとって、

それを共同所有・使用するということは現実的になかな

か受け入れ難いことかもしれない。しかし、これまで抜

本的な改善が図られることがなかった過疎高齢集落にお

ける交通環境を検討する上で、ある意味大胆な発想の転

換も必要ではないだろうか。 

1970年以来、今日まで過疎対策の中心を担ってきた過

疎法の一つである過疎地域自立促進特別措置法が本年度

（2009年度）末に失効する。現在新過疎法の制定に向け

て国では特別委員会を設置し検討を始めている。これま

では道路や施設整備などハード面が中心の金銭的サポー

トであったものが2008年8月には総務省により「集落支

援員」が創設され、過疎集落の維持・活性化を人的にサ

ポートする制度も導入されるようになった。ただ現時点

では集落の農業従事が中心的であり、集落住民の生活の

足を支える支援というものは見られないようである。 

また国土交通省の過疎集落研究会では、過疎や高齢化

が進む集落に住民が住み続けられるようにするための報

告書をまとめており、医療や福祉、買い物など日常生活

に必要なサービス施設を集約した拠点整備を自治体に提

案している。モビリティに関しては、中心となる集落と

周辺集落を結ぶ交通手段を整備することを提案しており、

具体的には示されていないが集落間の連携における相応

の交通手段に対する期待が示されている。ただこれは従

来型の外部からサポートするという性質のものでは恐ら

くうまく機能せず、やはり集落自身が独自に必要とする

モビリティ水準を示し、その確保に向けて実行すること

が強く求められる。 

以上のことをふまえ、今後は対象集落の実態調査およ

び意向調査を実施し、モビリティの維持確保に向けた方

策を具体的に示していく。 

なお本研究は、平成21年度科学研究費補助金（若手研

究(B)課題番号21760399）により実施しているものであ

る。 
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